
事業名 労働福祉推進事業費

令和５年度 833千円（令和４年度 886千円）１．予算措置状況
事業期間：H26～

２．事業の概要
(1) 目的

労働全般に関する知識の普及及び情報の提供により労働条件の向上と労使関係の
健全な発展を図るとともに、各種制度の周知広報及び関係団体の指導等を通じ労働
者福祉の向上を図る。

(2) 事業の内容
・労働者が安心して仕事に従事できるよう、中小企業退職金共済制度などの周知
広報を図る。
・季刊誌「労働おきなわ」を年に4回（各600部）発行・配布。

〈事業スキーム〉

直接実施①予算区分：
②委 託 先：－
③委託内容：－

(3) 期待される事業効果
時宜に応じた労働関係諸制度等に関する情報が適切に提供され、労使関係の安定

が図られるとともに、所管団体の指導・監督を通じて労働者福祉の向上が見込まれ
る。

３．事業実績
令和４年度実績
○広報誌発行部数（労働おきなわ ：2,400部）

４．事業目標
令和５年度目標
○広報誌発行部数（労働おきなわ ：2,400部）

新・沖縄21世紀ビジョン ３-(11)-イ-① 柔軟な働き方の推進のための環境整備

沖　縄　県

県　　　民

・沖縄県労働金庫
・中小企業勤労者福祉サービスセンター
・沖縄県労働者福祉基金協会

労働諸制度の周知・啓発

指導・監督


